
 

 

 

１．建築物の開口部で採光に有効な部分の面積の算定方法で別に定めるものを定める

件(案) 

 

 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第二十条第一項ただし書の

規定に基づき、建築物の開口部で採光に有効な部分の面積の算定方法で別に定めるも

のを次のように定める。 

 

建築物の開口部で採光に有効な部分の面積の算定方法で別に定めるものを   

定める件 

近隣商業地域又は商業地域内の住宅の居室（長屋又は共同住宅にあっては、同一の

住戸内の居室に限る。）で建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二十八条第

一項に規定する居室の窓その他の開口部（以下単に「開口部」という。）を有する壁

によって区画された二の居室について、いずれか一の居室の開口部ごとの面積に、そ

れぞれ建築基準法施行令第二十条第一項の採光補正係数を乗じて得た面積を合計し

て算定した採光に有効な部分の面積が、当該二の居室の床面積の合計の七分の一以上

である場合は、その他の居室については、当該壁の開口部で採光に有効な部分の面積

は、当該開口部の面積とする。



 

 

 

２．採光規定の合理化（案）の概要について 

 

 

次の全ての条件を満たす建築物の開口部について、採光に有効な部分の面積の算定

方法を新たに定める。 

① 「商業地域・近隣商業地域」の住宅の居室に設けるものであること 

② 外壁の開口部を有する居室（同一住宅内のものに限る。）と区画する壁に設けら

れるものであること 

③ ②の外壁の開口部の面積は、外壁の開口部ごとの面積に補正係数を乗じたものの

合計が、外壁の開口部を有する居室と他の居室との床面積の合計に１／７を乗じた

面積以上であること 

 

（算定方法） 

当該開口部の面積を採光に有効な開口面積とする。 

 

【例】 

上記の措置により次の室Ａを新たに住宅の居室とすることができるようになる。 

 

【平面図】 

 

 

 

 

 

【断面図】 

 

 

 

 

 

 

Ｗa ≧ Ｓa／７  かつ  Ｗb・k ≧ （Ｓa ＋ Ｓb）／７ 

                 （ k：開口部Ｂの採光補正係数） 
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